
][ 103.0

103.0100

]98.6

100

58,100

57,500

［平成30年 1月］

①-1対象基準地の検討
新規

一般的

(4)対象基準地
 　の個別的要
 　因

特にない 基準方位北、５．
５ｍ市道

ＪＲ播州赤穂駅　　　
南東方
3.4km

１中専
(60,200)

④敷地の利用の現
況

187

[ ]

(8)

人口減少や高齢化を背景に、住宅需要は利便性が良好な地域に集中し

試算価格の調整・
検証及び鑑定評価
額の決定の理由

近隣地域及び周辺の類似地域は、不動産収益を前提とした賃貸市場が形成されているとは言い難く、適正な収支の把握

鑑定評価の手法の
適用

(3)最有効使用の判定 方位

戸建住宅地

南5.5m市道住宅

⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況

中規模の一般住宅が連た
んする住宅地域

(2)

(1)

平成30年7月4日

正常価格

(3)鑑定評価の条件

⑨法令上の規制等

平成30年7月1日

円

平成30年 7月 1日

鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

1　基本的事項

鑑定評価書（平成30年地価調査）別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名

印赤穂（県） -1 兵庫第７兵庫県

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類

10,800,000 57,700

48,000

更地としての鑑定評価

①所在及び地番並びに
　「住居表示」等

赤穂市正保橋町３番２６ ②地積

③形状 ⑦供給
処理施
設状況

⑤地域要因の将
　来予測

既成の住宅地域として成熟しており、地価水準に大きな影響を及ぼす地域要因は見られないものの、中心市街地

⑧主要な交通施設との
　接近の状況

基
準
地

①範囲

③標準的画地の形状等

④地域的特性 特記
　　
事項

街
　
路

交通
　　
施設

法令
　　
規制

水道、 ＪＲ播州赤穂

3.4km

30ｍ、

間口　約 10.0 ｍ、 奥行　約 19.0ｍ、 規模 190 形状 長方形

戸建住宅地

②変動率

⑥対象基準地
　の規準価格

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

公
示
価
格
を

⑦
内
訳

②時点
　修正

③標準化
　補正

④地域要
　因の比
　較

⑤個別的
　要因の
　比較

100

赤穂 -6

①

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

57,700

/     

/     

不動産鑑定士

(60,200)

東

代表標準地

　標準地番号

標準地

標準地代表標準地

１中専

近
隣
地
域

35ｍ、西 30 ｍ、南 25ｍ北 ②標準的使用

標準地番号

(㎡)

路線価又は倍率

円／㎡

円／㎡

が困難なことから収益還元法の適用は断念した。当該地域は自用のための取引が殆どであり、市場参加者が重視する代

替不動産に係る取引事例を基礎とした比準価格は、市場性が反映された信頼性の高い価格と判断する。よって比準価格

を採用し、標準地及び指定基準地との検討も踏まえて、鑑定評価額を上記の通り決定した。

( )

㎡程度、

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(円／㎡)

円／㎡59,600前年標準価格

ガス、
下水

1:2
Ｗ2

氏名

+3.0

規
準
と
し
た

価
格

円／㎡56,400

公示価格

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

行政

その他

+3.0

+4.0

-8.0

0.0

0.0

地
域
要
因

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

行政

その他

+1.0

+9.0

+15.0

0.0

0.0

地
域
要
因

98.6[ ]

100 101.0[ ] [

⑥対象基準地
　の比準価格

②時点
　修正

③標準化
　補正

④地域要
　因の比
　較

⑤個別的
　要因の
　比較

(円／㎡)

100

97.9[ ]

100 100.0[ ]

100

126.6[ ]

100

(9)
指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

① 指定基準地番号

赤穂（県） -3

円／㎡73,000

前年指定基準地の価格

(10)
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

円／㎡公示価格

年間 -3.2％ 半年間 ％

③
価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要　因
[ ]

地　域

要　因
[ ]

個別的

要　因[ ]

地域要因に大きな変動はないものの、中心市街地からやや離れた住宅

個別的要因に変動はない。

株式会社アレイズ兵庫事務所

（その他）

て、郊外の農家集落等の過疎化が進むなど、二極化が認められる。

地域であり、需要は弱含みである。

からやや離れた位置にあることから住宅需要は弱く、地価は下落傾向で推移すると予測する。

倍率種別

(6)
路
線
価

(6)市場の特性 同一需給圏は赤穂市内でＪＲ赤穂線沿線の住宅地域である。需要者は赤穂市内の居住者が中心で、世帯分離に伴うもの

や企業従業者の住宅取得などが主である。供給は区画整理や小規模開発による分譲宅地、既成市街地内の更地が見られ

る。類似地域内の需給動向は、画地街路は良好であるものの中心市街地の外縁部に位置し利便性が劣ることから、地価

は弱含みである。中心価格帯は、土地で１，０００万円～１，２００万円程度である。

継続

①-2基準地が共通地点(代表標準地等と同一
地点)である場合の検討

(7)

赤穂（県） -1

提出平成30年7月6日　

開発法 開発法に
よる価格

/     円／㎡

(5)

川端　良明

業者名



][ 100.0

100.0100

]117.6

100

55,500

55,200

［平成30年 1月］

①-1対象基準地の検討
新規

一般的

(4)対象基準地
 　の個別的要
 　因

特にない 基準方位北、６．
５ｍ市道

ＪＲ播州赤穂駅　　　
北西方
1.8km

１中専
(60,200)

④敷地の利用の現
況

175

[ ]

(8)

人口減少や高齢化を背景に、住宅需要は利便性が良好な地域に集中し

試算価格の調整・
検証及び鑑定評価
額の決定の理由

近隣地域及び周辺の類似地域は、不動産収益を前提とした賃貸市場が形成されているとは言い難く、適正な収支の把握

鑑定評価の手法の
適用

(3)最有効使用の判定 方位

戸建住宅地

西6.5m市道住宅

⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況

小規模で開発された区画
整然とした一般住宅地域

(2)

(1)

平成30年7月4日

正常価格

(3)鑑定評価の条件

⑨法令上の規制等

平成30年7月1日

円

平成30年 7月 1日

鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

1　基本的事項

鑑定評価書（平成30年地価調査）別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名

印赤穂（県） -2 兵庫第７兵庫県

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類

9,700,000 55,400

45,000

更地としての鑑定評価

①所在及び地番並びに
　「住居表示」等

赤穂市塩屋字築田２６５７番８ ②地積

③形状 ⑦供給
処理施
設状況

⑤地域要因の将
　来予測

既成の住宅地域として成熟しており、地価水準に大きな影響を及ぼす地域要因は見られないものの、中心市街地

⑧主要な交通施設との
　接近の状況

基
準
地

①範囲

③標準的画地の形状等

④地域的特性 特記
　　
事項

街
　
路

交通
　　
施設

法令
　　
規制

水道、 ＪＲ播州赤穂

1.8km

30ｍ、

間口　約 12.0 ｍ、 奥行　約 14.0ｍ、 規模 170 形状 長方形

戸建住宅地

②変動率

⑥対象基準地
　の規準価格

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

公
示
価
格
を

⑦
内
訳

②時点
　修正

③標準化
　補正

④地域要
　因の比
　較

⑤個別的
　要因の
　比較

100

赤穂 -1

①

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

55,400

/     

/     

不動産鑑定士

(60,200)

東

代表標準地

　標準地番号

標準地

標準地代表標準地

１中専

近
隣
地
域

10ｍ、西 70 ｍ、南 20ｍ北 ②標準的使用

標準地番号

(㎡)

路線価又は倍率

円／㎡

円／㎡

が困難なことから収益還元法の適用は断念した。当該地域は自用のための取引が殆どであり、市場参加者が重視する代

替不動産に係る取引事例を基礎とした比準価格は、市場性が反映された信頼性の高い価格と判断する。よって比準価格

を採用し、標準地及び指定基準地との検討も踏まえて、鑑定評価額を上記の通り決定した。

( )

㎡程度、

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(円／㎡)

円／㎡56,600前年標準価格

下水1:1.2
Ｗ2

氏名

0.0

規
準
と
し
た

価
格

円／㎡65,500

公示価格

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

行政

その他

-1.0

-1.0

+20.0

0.0

0.0

地
域
要
因

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

行政

その他

-1.0

+4.0

+25.0

0.0

0.0

地
域
要
因

99.1[ ]

100 100.0[ ] [

⑥対象基準地
　の比準価格

②時点
　修正

③標準化
　補正

④地域要
　因の比
　較

⑤個別的
　要因の
　比較

(円／㎡)

100

97.9[ ]

100 100.0[ ]

100

128.7[ ]

100

(9)
指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

① 指定基準地番号

赤穂（県） -3

円／㎡73,000

前年指定基準地の価格

(10)
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

円／㎡公示価格

年間 -2.1％ 半年間 ％

③
価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要　因
[ ]

地　域

要　因
[ ]

個別的

要　因[ ]

地域要因に大きな変動はないものの、中心市街地からやや離れた住宅

個別的要因に変動はない。

株式会社アレイズ兵庫事務所

（その他）

て、郊外の農家集落等の過疎化が進むなど、二極化が認められる。

地域であり、需要は弱含みである。

からやや離れた位置にあることから住宅需要は弱く、地価はやや下落基調で推移すると予測する。

倍率種別

(6)
路
線
価

(6)市場の特性 同一需給圏は赤穂市内でＪＲ赤穂線沿線の住宅地域である。需要者は赤穂市内の居住者が中心で、世帯分離に伴うもの

や企業従業者の住宅取得などが主である。供給は区画整理や小規模開発による分譲宅地、既成市街地内の更地が見られ

る。類似地域内の需給動向は、画地街路は良好であるものの中心市街地の外縁部に位置し利便性が劣ることから、地価

は弱含みである。中心価格帯は、土地で１，０００万円程度である。

継続

①-2基準地が共通地点(代表標準地等と同一
地点)である場合の検討

(7)

赤穂（県） -2

提出平成30年7月6日　

開発法 開発法に
よる価格

/     円／㎡

(5)

川端　良明

業者名



][

100.0100

]100.0

100
71,500

［平成30年 1月］

①-1対象基準地の検討
新規

赤穂 -4

一般的

(4)対象基準地
 　の個別的要
 　因

特にない 基準方位北、６ｍ
市道

ＪＲ播州赤穂駅　　　
南西方
1.1km

１中専
(60,200)

④敷地の利用の現
況

200

[ ]

(8)

人口減少や高齢化を背景に、住宅需要は利便性が良好な地域に集中し

試算価格の調整・
検証及び鑑定評価
額の決定の理由

近隣地域及び周辺の類似地域は、不動産収益を前提とした賃貸市場が形成されているとは言い難く、適正な収支の把握

鑑定評価の手法の
適用

(3)最有効使用の判定 方位

戸建住宅地

北西6m市道住宅

⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況

中規模一般住宅が建ち並
ぶ閑静な住宅地域

(2)

(1)

平成30年7月4日

正常価格

(3)鑑定評価の条件

⑨法令上の規制等

平成30年7月1日

円

平成30年 7月 1日

鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

1　基本的事項

鑑定評価書（平成30年地価調査）別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名

印赤穂（県） -3 兵庫第７兵庫県

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類

14,300,000 71,500

58,000

更地としての鑑定評価

①所在及び地番並びに
　「住居表示」等

赤穂市上仮屋北２０番１２ ②地積

③形状 ⑦供給
処理施
設状況

⑤地域要因の将
　来予測

閑静な住宅地域として成熟しており、地価水準に大きな影響を及ぼす地域要因は見られないものの、需要者の購

⑧主要な交通施設との
　接近の状況

基
準
地

①範囲

③標準的画地の形状等

④地域的特性 特記
　　
事項

街
　
路

交通
　　
施設

法令
　　
規制

水道、 ＪＲ播州赤穂

1.1km

30ｍ、

間口　約 12.0 ｍ、 奥行　約 17.0ｍ、 規模 200 形状 長方形

戸建住宅地

②変動率

⑥対象基準地
　の規準価格

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

公
示
価
格
を

⑦
内
訳

②時点
　修正

③標準化
　補正

④地域要
　因の比
　較

⑤個別的
　要因の
　比較

100

赤穂 -4

①

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

71,500

/     

/     

不動産鑑定士

(60,200)

東

代表標準地

　標準地番号

標準地

標準地代表標準地

１中専

近
隣
地
域

35ｍ、西 35 ｍ、南 30ｍ北 ②標準的使用

標準地番号

(㎡)

路線価又は倍率

円／㎡

円／㎡

が困難なことから収益還元法の適用は断念した。当該地域は自用のための取引が殆どであり、市場参加者が重視する代

替不動産に係る取引事例を基礎とした比準価格は、市場性が反映された信頼性の高い価格と判断する。よって比準価格

を採用し、前年からの各変動要因にも留意の上、鑑定評価額を上記の通り決定した。

( )

㎡程度、

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(円／㎡)

円／㎡73,000前年標準価格

下水1:1.5
Ｗ2

氏名

0.0

規
準
と
し
た

価
格

円／㎡72,300

公示価格

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

地
域
要
因

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

行政

その他

地
域
要
因

98.9[ ]

100 100.0[ ] [

⑥対象基準地
　の比準価格

②時点
　修正

③標準化
　補正

④地域要
　因の比
　較

⑤個別的
　要因の
　比較

(円／㎡)

100

[ ]

100 [ ]

100

[ ]

100

(9)
指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

① 指定基準地番号

円／㎡

前年指定基準地の価格

(10)
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

円／㎡72,300公示価格

年間 -2.1％ 半年間 -1.1％

③
価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要　因
[ ]

地　域

要　因
[ ]

個別的

要　因[ ]

閑静な既成住宅地域であり、地域要因に大きな変動はないものの、需

個別的要因に変動はない。

株式会社アレイズ兵庫事務所

（その他）

て、郊外の農家集落等の過疎化が進むなど、二極化が認められる。

要者の購入予算を抑える気配を受けて、地価は弱含みである。

入予算を抑える気配を受けて、地価はやや下落基調で推移すると予測する。

倍率種別

(6)
路
線
価

(6)市場の特性 同一需給圏は赤穂市内でＪＲ赤穂線沿線の住宅地域である。需要者は赤穂市内の居住者が中心で、世帯分離に伴うもの

や企業従業者の住宅取得などが主である。供給は区画整理や小規模開発による分譲宅地、既成市街地内の更地が見られ

る。類似地域内の需給動向は、既成市街地内で画地街路が良好なため比較的安定しているが、需要者の購入予算を抑え

る気配を受けて地価は弱含みである。中心価格帯は、土地で１，２００万円～１，５００万円程度である。

継続

①-2基準地が共通地点(代表標準地等と同一
地点)である場合の検討

(7)

赤穂（県） -3

提出平成30年7月6日　

開発法 開発法に
よる価格

/     円／㎡

(5)

川端　良明

業者名



赤穂市加里屋中洲２丁目１８番

戸建住宅地

中規模一般住宅が多
い住宅地域

3

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 40 30 40 戸建住宅地

-

１住居(60,200)

中心部は比較的取引が活発であるが、近年一部やや供給過剰の傾
向にある。周辺部は人口減や高齢化により需要は減退傾向である。

広い画地と高い品等の戸建住宅が建ち並び、成熟した住環境の形
成が進んでいる。

個別的要因に変動はない。

利便性と住環境ともに優れた戸建住宅地域であり、収益性による価格への影響は極めて低いため収益価格は求め得なかった。
市内中心部では住宅地の取引は比較的多く、豊富に収集された取引事例より求められた比準価格は説得力を有するものと判
断した。よって、比準価格を標準に、指定基準地との検討を踏まえ、上記の通り鑑定評価額を決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

駅や買物施設から５００ｍ以内に位置し利便性が高く、比較的画地規模が大きく品等の高い住宅が多い住宅地域で、将来的
にも現在の良好な住環境を維持していくものと思われる。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 75,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

73,900

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

赤穂 4

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.0

-7.0

+2.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ播州赤穂駅
南東 450m

ＪＲ播州赤穂
450m

(8)

北西5m市道

１住居
(60,200)

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北　５
ｍ　市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

338

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

15.0  ｍ、　奥行　約 23.0  ｍ、　規模 340  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

73,500 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

72,300 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-2.0％ ％

96.8 ］

98.9［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 6日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

73,100

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

赤穂（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.0

-6.0

+2.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

73,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

97.8 ］

97.9［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 12日 正常価格

平成 30年 7月 3日平成 30年 7月 1日

24,800,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 73,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

59,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は赤穂市及びその近接市町の住宅地域。需要者は同一需給圏内の居住者が中心である。周辺では区画整理の保留
地処分や小規模開発も多く、やや過剰供給にある。価格帯は、土地で２，０００万円前後～２，５００万円前後、注文建築
が主流であるが、土地建物で３，０００万円前後～３，５００万円前後が需要の中心である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

赤穂（県） 4－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

赤穂（県） －

基準地番号 提出先

4 兵庫県

所属分科会名

兵庫第７分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

横山不動産鑑定事務所

横山重紀



赤穂市三樋町３０番

戸建住宅地

一般住宅等が建ち並
ぶ区画整然とした住
宅地域

3

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北30 20 30 30 戸建住宅地

-

１中専(60,200)

赤穂市において、人口減少・高齢化は県内の平均値を上回ってお
り、先行きは未だ不透明である。

周辺ではミニ開発が進んでおり、住宅地としての成熟の度合いを
深めつつある。

個別的要因に変動はない。

周辺では低層共同住宅も見られるが、これらは節税対策を目的としたものが多く、賃料水準が土地価格を含めた投資採算に
見合わない水準となっており、収益還元法の適用は断念した。需要者の意思決定は周辺の取引価格水準が基礎となっている
ことから、市場の取引実態を適切に反映した取引事例から求められた比準価格を標準に、指定基準地との検討を踏まえ、上
記の通り鑑定評価額を決定した。

［

［

住宅
Ｓ２

区画整然とした幹線背後の住宅地域であり、主として戸建住宅の建ち並ぶ住宅地域として成熟の度合いを深めていくものと
予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 70,500円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

69,400

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

赤穂 4

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+2.0

+1.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ播州赤穂駅
南西 1.4km

ＪＲ播州赤穂
1.4km

(8)

北東6m市道

１中専
(60,200)

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北　６
ｍ　市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

186

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

69,100 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

72,300 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-2.0％ ％

103.0 ］

98.9［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 6日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

68,700

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

赤穂（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+2.0

+2.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

73,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

104.0 ］

97.9［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 12日 正常価格

平成 30年 7月 3日平成 30年 7月 1日

12,900,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 69,100 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

56,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は赤穂市及びその周辺市町の住宅地域である。需要者は圏内居住者中心であり、外部からの転入は少なく、赤穂
市南西部の企業勤務の個人が典型的な需要者である。区画整然とした住宅地域で周辺では小規模宅地開発も行われている。
価格帯は土地で総額１，０００万円前後～１，５００万円前後、新築戸建分譲の土地建物総額で２，５００前後～３，００
０万円前後が需要の中心である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

赤穂（県） 5－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

赤穂（県） －

基準地番号 提出先

5 兵庫県

所属分科会名

兵庫第７分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

横山不動産鑑定事務所

横山重紀



赤穂市尾崎字東ノ町６４９番

戸建住宅地

在来の一般住宅が連
たんしている古くか
らの住宅地域

3

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北70 30 30 20 戸建住宅地

-

１住居(60,200)

利便性の良い市内中心部は取引も多いが、周辺部や郊外では高齢
化・人口減少が続き空家も増加傾向にあり、地価の二極化が進ん
でいる。

地域自体に大きな変動要因はないが、周辺では街路整備が進み、
交通利便性が向上した。

個別的要因に変動はない。

地縁性を背景とした古くからの住宅地域であるが、賃貸市場が成熟していないため収益価格は求め得なかった。当該地域は
自用目的の不動産取引が中心のため、市場の取引実態を反映した比準価格は説得力を有するものと判断した。よって、比準
価格を標準に、指定基準地との検討を踏まえ、さらに前年からの各変動要因を十分に分析の上、上記の通り鑑定評価額を決
定した。

［

［

住宅
Ｗ２

集落的色彩の残る既成住宅地域で、地域的に大きな変動要因はない。古くからの住宅が建ち並んでおり、当面現状維持で推
移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 43,800円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

42,700

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

赤穂 7

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

-3.0

+35.0

-2.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ播州赤穂駅
南東 1.9km

ＪＲ播州赤穂
1.9km

(8)

南6m市道

１住居
(60,200)

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北　６
ｍ　市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

115

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 12.0  ｍ、　規模 120  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

43,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

54,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.8％ ％

128.3 ］

98.6［ ］ 103.0［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 6日　提出

宅地-1

+3.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

42,800

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

赤穂（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.0

+4.0

+62.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

73,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

171.8 ］

97.9［ ］ 103.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 12日 正常価格

平成 30年 7月 3日平成 30年 7月 1日

4,950,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 43,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

34,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は赤穂市及びその近接市町の既成住宅地域である。千種川以東の古くからの住宅地域で、街路は幅員の狭いもの
が多く、比較的規模の小さい住宅が密集している。地縁性が強い住宅地域のため、外部からの転入は極めて少ない。土地で
５００万円～１，０００万円、土地建物で１，０００万円～１，５００万円前後の取引が中心である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

赤穂（県） 6－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

赤穂（県） －

基準地番号 提出先

6 兵庫県

所属分科会名

兵庫第７分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

横山不動産鑑定事務所

横山重紀



][ 101.0

101.0100

]141.1

100

46,700

46,500

［平成30年 1月］

①-1対象基準地の検討
新規

一般的

(4)対象基準地
 　の個別的要
 　因

特にない 基準方位北４．５
ｍ　市道

ＪＲ播州赤穂駅　北西
方
2km

１住居
(60,180)

④敷地の利用の現
況

145

[ ]

(8)

市内各所で区画整理による大量供給が見込まれ、地価は弱含みで推移

試算価格の調整・
検証及び鑑定評価
額の決定の理由

賃貸市場の未成熟な戸建住宅地域であり、収益性による価格への影響は極めて低いため収益価格は求め得なかった。当

鑑定評価の手法の
適用

(3)最有効使用の判定 方位

戸建住宅地

南西4.5m市道住宅

⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況

一般住宅が建ち並ぶ古く
からの住宅地域

(2)

(1)

平成30年7月4日

正常価格

(3)鑑定評価の条件

⑨法令上の規制等

平成30年6月20日

円

平成30年 7月 1日

鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

1　基本的事項

鑑定評価書（平成30年地価調査）別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名

印赤穂（県） -7 第７兵庫県

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類

6,740,000 46,500

38,000

更地としての鑑定評価

①所在及び地番並びに
　「住居表示」等

赤穂市新田字居村１８９番 ②地積

③形状 ⑦供給
処理施
設状況

⑤地域要因の将
　来予測

概ね成熟した既成住宅地域で、地域的に大きな変動要因は見られず、当面現状維持で推移するものと予測する。

⑧主要な交通施設との
　接近の状況

基
準
地

①範囲

③標準的画地の形状等

④地域的特性 特記
　　
事項

街
　
路

交通
　　
施設

法令
　　
規制

水道、 ＪＲ播州赤穂

2km

40 ｍ、

間口　約 10.0 ｍ、 奥行　約 15.0ｍ、 規模 150 形状 ほぼ長方形

戸建住宅地

②変動率

⑥対象基準地
　の規準価格

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

公
示
価
格
を

⑦
内
訳

②時点
　修正

③標準化
　補正

④地域要
　因の比
　較

⑤個別的
　要因の
　比較

100

赤穂 -1

①

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

46,500

/     

/     

不動産鑑定士

(60,200)

(60,180)

東

代表標準地

　標準地番号

標準地

標準地代表標準地

１住居

近
隣
地
域

120ｍ、西 50 ｍ、南 40 ｍ北 ②標準的使用

標準地番号

(㎡)

路線価又は倍率

円／㎡

円／㎡

該地域は自用目的の不動産取引が中心であるから、類似不動産の市場実態を反映した比準価格は説得力を有するものと

判断した。よって、比準価格を標準に、指定基準地並びに付近標準地との検討を踏まえ、上記の通り鑑定評価額を決定

した。

( )

㎡程度、

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(円／㎡)

円／㎡47,600前年標準価格

下水1:1.5
Ｗ2

土砂災警区域

氏名

+1.0

規
準
と
し
た

価
格

円／㎡65,500

公示価格

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

行政

その他

+3.0

0.0

+37.0

0.0

0.0

地
域
要
因

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

行政

その他

+3.0

+5.0

+43.0

0.0

0.0

地
域
要
因

99.1[ ]

100 100.0[ ] [

⑥対象基準地
　の比準価格

②時点
　修正

③標準化
　補正

④地域要
　因の比
　較

⑤個別的
　要因の
　比較

(円／㎡)

100

97.9[ ]

100 100.0[ ]

100

154.7[ ]

100

(9)
指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

① 指定基準地番号

赤穂（県） -3

円／㎡73,000

前年指定基準地の価格

(10)
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

円／㎡公示価格

年間 -2.3 ％ 半年間 ％

③
価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要　因
[ ]

地　域

要　因
[ ]

個別的

要　因[ ]

既成住宅地域であり、地域的に特段の変動要因は見られない。

個別的要因に変動はない。

株式会社　播磨総合鑑定

（その他）
土砂災警区域

している。

倍率種別

(6)
路
線
価

(6)市場の特性 同一需給圏は赤穂市及びその近接市町の住宅地域。需要者は同一需給圏内の居住者が中心で、圏域外からの転入は少な

い。集落的色彩の濃い既成住宅地域であり選好性はやや劣り、需給ともに低調に推移している。価格帯は、土地で６０

０万円前後～８００万円前後、中古不動産でも１０００万円を超えるものは少ないと思われる。

継続

①-2基準地が共通地点(代表標準地等と同
一地点)である場合の検討

(7)

赤穂（県） -7

提出平成30年7月6日　

開発法 開発法に
よる価格

/     円／㎡

(5)

一色　かつみ

業者名



][

100.0100

]113.1

100
31,700

［平成30年 1月］

①-1対象基準地の検討
新規

一般的

(4)対象基準地
 　の個別的要
 　因

特にない 基準方位北、５ｍ
市道

ＪＲ天和駅　　　　　
北東方
1.4km

｢調区｣
(60,200)

④敷地の利用の現
況

168

[ ]

(8)

人口減少や高齢化を背景に、住宅需要は利便性が良好な地域に集中し

試算価格の調整・
検証及び鑑定評価
額の決定の理由

近隣地域及び周辺の類似地域は、不動産収益を前提とした賃貸市場が形成されているとは言い難く、適正な収支の把握

鑑定評価の手法の
適用

(3)最有効使用の判定 方位

戸建住宅地

北5m市道住宅

⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況

一般住宅の建ち並ぶ住宅
地域

(2)

(1)

平成30年7月4日

正常価格

(3)鑑定評価の条件

⑨法令上の規制等

平成30年7月1日

円

平成30年 7月 1日

鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

1　基本的事項

鑑定評価書（平成30年地価調査）別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名

印赤穂（県） -8 兵庫第７兵庫県

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類

5,340,000 31,800

1.1

更地としての鑑定評価

①所在及び地番並びに
　「住居表示」等

赤穂市折方字天神山１３１５番４０ ②地積

③形状 ⑦供給
処理施
設状況

⑤地域要因の将
　来予測

既成の住宅地域として成熟しており、地価水準に大きな影響を及ぼす地域要因は見られないものの、中心市街地

⑧主要な交通施設との
　接近の状況

基
準
地

①範囲

③標準的画地の形状等

④地域的特性 特記
　　
事項

街
　
路

交通
　　
施設

法令
　　
規制

水道、 ＪＲ天和

1.4km

80ｍ、

間口　約 9.0 ｍ、 奥行　約 19.0ｍ、 規模 170 形状 長方形

戸建住宅地

②変動率

⑥対象基準地
　の規準価格

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

公
示
価
格
を

⑦
内
訳

②時点
　修正

③標準化
　補正

④地域要
　因の比
　較

⑤個別的
　要因の
　比較

100

赤穂 -11

①

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

31,800

/     

/     

不動産鑑定士

(60,200)

東

代表標準地

　標準地番号

標準地

標準地代表標準地

｢調区｣

近
隣
地
域

60ｍ、西 30 ｍ、南 20ｍ北 ②標準的使用

標準地番号

(㎡)

路線価又は倍率

円／㎡

円／㎡

が困難なことから収益還元法の適用は断念した。当該地域は自用のための取引が殆どであり、市場参加者が重視する代

替不動産に係る取引事例を基礎とした比準価格は、市場性が反映された信頼性の高い価格と判断する。よって比準価格

を採用し、標準地との検討も踏まえて、鑑定評価額を上記の通り決定した。

( )

㎡程度、

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(円／㎡)

円／㎡33,500前年標準価格

下水1:2
Ｗ2

氏名

0.0

規
準
と
し
た

価
格

円／㎡37,900

公示価格

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

行政

その他

+3.0

-2.0

+12.0

0.0

0.0

地
域
要
因

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

行政

その他

地
域
要
因

97.5[ ]

100 103.0[ ] [

⑥対象基準地
　の比準価格

②時点
　修正

③標準化
　補正

④地域要
　因の比
　較

⑤個別的
　要因の
　比較

(円／㎡)

100

[ ]

100 [ ]

100

[ ]

100

(9)
指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

① 指定基準地番号

円／㎡

前年指定基準地の価格

(10)
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

円／㎡公示価格

年間 -5.1％ 半年間 ％

③
価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要　因
[ ]

地　域

要　因
[ ]

個別的

要　因[ ]

地域要因に大きな変動はないものの、中心市街地からやや離れた住宅

個別的要因に変動はない。

株式会社アレイズ兵庫事務所

（その他）

て、郊外の農家集落等の過疎化が進むなど、二極化が認められる。

地域であり、需要は弱い状況である。

からやや離れた位置にあることから住宅需要は弱く、地価は下落傾向で推移すると予測する。

倍

倍率種別

(6)
路
線
価

(6)市場の特性 同一需給圏は赤穂市及び隣接市町の郊外の住宅地域である。需要者は地元の居住者が中心で、世帯分離に伴うものや地

縁者間の取引が主であり、圏外からの転入者は限定的である。供給は空家や未利用地が増加しており取引量は少ない。

類似地域内の需給動向は、全体的に低迷しており、中心市街地から離れるにつれて需要はさらに弱まっている。中心価

格帯は、土地で５００万円程度である。

継続

①-2基準地が共通地点(代表標準地等と同一
地点)である場合の検討

(7)

赤穂（県） -8

提出平成30年7月6日　

開発法 開発法に
よる価格

/     円／㎡

(5)

川端　良明

業者名



][ 100.0

100.0100

]103.0

100

19,000

19,400

［平成30年 1月］

①-1対象基準地の検討
新規

一般的

(4)対象基準地
 　の個別的要
 　因

特にない ４ｍ市道 ＪＲ坂越駅　北方

3.9km

｢調区｣
(60,200)

④敷地の利用の現
況

344

[ ]

(8)

利便性の良い市内中心部は住宅取引も多いが、郊外では高齢化・人口

試算価格の調整・
検証及び鑑定評価
額の決定の理由

在来の集落地域であり、賃貸不動産は見当たらず、賃貸市場は著しく未熟のため収益価格は求め得なかった。当該地域

鑑定評価の手法の
適用

(3)最有効使用の判定 台形

戸建住宅地

南東4m市道住宅

⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況

農家住宅、一般住宅の混
在する住宅地域

(2)

(1)

平成30年7月4日

正常価格

(3)鑑定評価の条件

⑨法令上の規制等

平成30年6月20日

円

平成30年 7月 1日

鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

1　基本的事項

鑑定評価書（平成30年地価調査）別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名

印赤穂（県） -9 第７兵庫県

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類

6,670,000 19,400

1.1

更地としての鑑定評価

①所在及び地番並びに
　「住居表示」等

赤穂市高雄字河原２１２０番３ ②地積

③形状 ⑦供給
処理施
設状況

⑤地域要因の将
　来予測

在来の集落地域で特段の変動要因はないが、中心部から離れ、空き家率も高く、地価は下落基調に推移するもの

⑧主要な交通施設との
　接近の状況

基
準
地

①範囲

③標準的画地の形状等

④地域的特性 特記
　　
事項

街
　
路

交通
　　
施設

法令
　　
規制

台形 水道、 ＪＲ坂越

3.9km

30 ｍ、

間口　約 15.0 ｍ、 奥行　約 20.0ｍ、 規模 300 形状 ほぼ長方形

戸建住宅地

②変動率

⑥対象基準地
　の規準価格

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

公
示
価
格
を

⑦
内
訳

②時点
　修正

③標準化
　補正

④地域要
　因の比
　較

⑤個別的
　要因の
　比較

100

赤穂 -12

①

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

19,400

/     

/     

不動産鑑定士

(60,200)

東

代表標準地

　標準地番号

標準地

標準地代表標準地

｢調区｣

近
隣
地
域

20ｍ、西 20 ｍ、南 80 ｍ北 ②標準的使用

標準地番号

(㎡)

路線価又は倍率

円／㎡

円／㎡

は自用目的の不動産取引が中心であるから、同一需給圏内の市場実態を反映している比準価格は説得力を有するものと

判断した。よって比準価格を標準に、前年からの各変動要因を分析し、指定基準地並びに付近標準地との検討を踏まえ

上記の通り鑑定評価額を決定した。

( )

㎡程度、

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(円／㎡)

円／㎡20,600前年標準価格

下水1:1
Ｗ2

氏名

0.0

規
準
と
し
た

価
格

円／㎡20,800

公示価格

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

行政

その他

+8.0

+6.0

-10.0

0.0

0.0

地
域
要
因

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+2.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

行政

その他

+10.0

-4.0

-35.0

0.0

0.0

地
域
要
因

97.1[ ]

100 101.0[ ] [

⑥対象基準地
　の比準価格

②時点
　修正

③標準化
　補正

④地域要
　因の比
　較

⑤個別的
　要因の
　比較

(円／㎡)

100

95.0[ ]

100 102.0[ ]

100

68.6[ ]

100

(9)
指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

① 指定基準地番号

相生（県） -5

円／㎡14,000

前年指定基準地の価格

(10)
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

円／㎡公示価格

年間 -5.8 ％ 半年間 ％

③
価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要　因
[ ]

地　域

要　因
[ ]

個別的

要　因[ ]

在来集落地域であり、地域的に特段の変動要因は見られない。

個別的要因に変動はない。

株式会社　播磨総合鑑定

（その他）

減少が続き、空家も増加傾向にあり、地価の二極化が進んでいる。

と予測する。

倍

倍率種別

(6)
路
線
価

(6)市場の特性 同一需給圏は赤穂市及びその近接市町の在来集落地域。地縁性が強い住宅地域であり、需要者は近隣居住の親族や知人

間取引が中心で、外部からの転入は稀である。不動産取引が少なく、中心となる価格帯は見出し難いが、土地または中

古不動産ともに５００万円前後～７００万円前後と見られる。

継続

①-2基準地が共通地点(代表標準地等と同
一地点)である場合の検討

(7)

赤穂（県） -9

提出平成30年7月6日　

開発法 開発法に
よる価格

/     円／㎡

(5)

一色　かつみ

業者名



赤穂市加里屋中洲３丁目６３番

中低層の店舗住宅併用地

低層の小売店舗が建
ち並ぶ商業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北20 50 40 30 中低層の店舗住宅併用地

-

近商(80,300)

旧来の商業地と背後の住宅地の価格差は縮まっており、駅周辺や
立地の良いところでは、住宅利用を前提とした取引が増えつつあ
る。

小売店舗街は、駐車場を完備した郊外型店舗と競合するため、商
業地としての土地需要は低下している。

個別的要因に変動はない。

近隣地域や周辺類似地域の店舗は自用が中心で、賃貸物件も投下資本に見合う収益性が確保されているとは言い難く、この
ため、収益価格は比準価格と比べて低位に求められる傾向があり、収益価格の精度は劣る。一方、比準価格は赤穂市内に存
し代替競争関係にある取引事例に基づき導かれており、信頼性は高い。よって豊富な取引事例から求めた比準価格を標準に
収益価格は参考に留め、前年からの各変動要因にも留意の上、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

店舗兼住宅
Ｓ３

中心部に立地する既成の商業地域であるが、近年需要の中心は沿道型の大型商業施設に移りつつあり、徐々に商業性は弱ま
るものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 79,000円／㎡

公示価格 78,500円／㎡

標準地番号 赤穂 2-5

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

78,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

赤穂 2

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ播州赤穂駅
南東 600m

ＪＲ播州赤穂
600m

(8)

南西15m県道

近商
(80,300)

（その他）　　　　

特にない １５ｍ県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

226

( )

⑨法令上の規制等

1:2.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 25.0  ｍ、　規模 250  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

78,000 円／㎡

38,200 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

78,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.3 -0.6％ ％

100 ］

99.4［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 6日　提出

宅地-1

ない

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 12日 正常価格

平成 30年 7月 3日平成 30年 7月 1日

17,600,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 78,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

63,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は概ね赤穂市及びその隣接市町の商業地域。需要者は同一需給圏内に地縁性を有する個人事業者又は中小法人で
ある。周辺の大型商業施設に需要が移り、既成の商業地への需要は減少傾向にあるため、商業用途としての土地需要は弱い。
相対的に取引件数が少なく、画地規模や需要者の業種も多様であり、中心となる価格帯は見出し難い。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

赤穂（県） 1－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

赤穂（県） －5

基準地番号 提出先

1 兵庫県

所属分科会名

兵庫第７分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

横山不動産鑑定事務所

横山重紀



][ 100.0

100.0100

]126.4

100

70,600

70,700

［平成30年 1月］

①-1対象基準地の検討
新規

一般的

(4)対象基準地
 　の個別的要
 　因

特にない １６ｍ市道 ＪＲ播州赤穂駅　北方

200m

近商
(80,300)

④敷地の利用の現
況

477

[ ]

(8)

経営者の高齢化や後継者不足等から新規の店舗用地等の需要は弱いが

試算価格の調整・
検証及び鑑定評価
額の決定の理由

自用の不動産を主体とする地域であり、収益性によって価格が形成される地域ではない。また近接して店舗等の賃貸事

鑑定評価の手法の
適用

(3)最有効使用の判定 台形

低層の店舗住宅併用地

南16m市道診療所兼住宅

⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況

店舗、事業所のほか住宅
等が混在する商業地域

(2)

(1)

平成30年7月4日

正常価格

(3)鑑定評価の条件

⑨法令上の規制等

平成30年6月20日

円

平成30年 7月 1日

鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

1　基本的事項

鑑定評価書（平成30年地価調査）別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名

印赤穂（県） 5-2 第７兵庫県

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類

33,600,000 70,500

57,000

更地としての鑑定評価

①所在及び地番並びに
　「住居表示」等

赤穂市山手町８番５ ②地積

③形状 ⑦供給
処理施
設状況

⑤地域要因の将
　来予測

熟成度の低い路線商業地域で、駅に近接することから住宅利用も増えつつあり、住宅・商業の混在地域として推

⑧主要な交通施設との
　接近の状況

基
準
地

①範囲

③標準的画地の形状等

④地域的特性 特記
　　
事項

街
　
路

交通
　　
施設

法令
　　
規制

台形 水道、 ＪＲ播州赤穂

200m

70 ｍ、

間口　約 18.0 ｍ、 奥行　約 25.0ｍ、 規模 450 形状 ほぼ長方形

低層の店舗住宅併用地

②変動率

⑥対象基準地
　の規準価格

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

公
示
価
格
を

⑦
内
訳

②時点
　修正

③標準化
　補正

④地域要
　因の比
　較

⑤個別的
　要因の
　比較

100

赤穂 5-1

①

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

70,700

32,200

/     

不動産鑑定士

(80,300)

東

代表標準地

　標準地番号

標準地

標準地代表標準地

近商

近
隣
地
域

170ｍ、西 30 ｍ、南 30 ｍ北 ②標準的使用

標準地番号

(㎡)

路線価又は倍率

円／㎡

円／㎡

例は得られず、賃貸市場は未熟である。当該地域は自用目的の不動産取引が中心であるから、同一需給圏の市場実態を

反映している比準価格が説得力を有するものと判断した。よって比準価格を標準に、収益価格の意義を斟酌し、指定基

準地並びに付近標準地との検討を踏まえ、上記の通り鑑定評価額を決定した。

( )

㎡程度、

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(円／㎡)

円／㎡71,400前年標準価格

下水1:1.5
Ｓ2

氏名

0.0

規
準
と
し
た

価
格

円／㎡89,900

公示価格

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

行政

その他

+2.0

0.0

+18.0

+5.0

0.0

地
域
要
因

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

-4.0

+15.0

0.0

0.0

地
域
要
因

99.4[ ]

100 100.0[ ] [

⑥対象基準地
　の比準価格

②時点
　修正

③標準化
　補正

④地域要
　因の比
　較

⑤個別的
　要因の
　比較

(円／㎡)

100

98.7[ ]

100 100.0[ ]

100

110.4[ ]

100

(9)
指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

① 指定基準地番号

赤穂（県） 5-1

円／㎡79,000

前年指定基準地の価格

(10)
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

円／㎡公示価格

年間 -1.3 ％ 半年間 ％

③
価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要　因
[ ]

地　域

要　因
[ ]

個別的

要　因[ ]

熟成度の低い駅裏商業地域であり、地域的に特段の変動要因は見られ

個別的要因に変動はない。

株式会社　播磨総合鑑定

（その他）

利便性の良い所では住宅地利用が散見されるようになった。

ない。

移するものと予測する。

倍率種別

(6)
路
線
価

(6)市場の特性 同一需給圏は、赤穂市及びその近接市町の商業地域或いは住宅・商業の混在地域。繁華性は低く、需要者は地元の個人

事業者が中心と想定される。新規出店の勢いは見られず、地方商業地は不動産取引が少ないことから、中心となる価格

帯は見出し難い。

継続

①-2基準地が共通地点(代表標準地等と同
一地点)である場合の検討

(7)

赤穂（県） 5-2

提出平成30年7月6日　

開発法 開発法に
よる価格

/     円／㎡

(5)

一色　かつみ

業者名



][

100.0100

]87.3

100
23,300

［平成30年 1月］

①-1対象基準地の検討
新規

一般的

(4)対象基準地
 　の個別的要
 　因

特にない １４ｍ市道 ＪＲ播州赤穂駅　南西
方
2.2km

工専
(60,200)

④敷地の利用の現
況

1,000

[ ]

(8)

比較的条件の良い工業地や流通業務地などの実需要が散見されるよう

試算価格の調整・
検証及び鑑定評価
額の決定の理由

自社工場を主とする地域であり、貸し工場や倉庫等の賃貸事例を得られず収益価格は求め得なかった。当該地域は自用

鑑定評価の手法の
適用

(3)最有効使用の判定 ない

中小工場地

南西14m市道倉庫兼工場

⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況

中小規模の工場、倉庫等
が見られる工業地域

(2)

(1)

平成30年7月4日

正常価格

(3)鑑定評価の条件

⑨法令上の規制等

平成30年6月20日

円

平成30年 7月 1日

鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

1　基本的事項

鑑定評価書（平成30年地価調査）別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名

印赤穂（県） 9-1 第７兵庫県

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類

23,700,000 23,700

19,000

更地としての鑑定評価

①所在及び地番並びに
　「住居表示」等

赤穂市加里屋字磯１１２０番１１６ ②地積

③形状 ⑦供給
処理施
設状況

⑤地域要因の将
　来予測

中小工場がほぼ建ち並ぶ工業団地で、特段の変動要因もないことから概ね現状維持で推移するものと予測する。

⑧主要な交通施設との
　接近の状況

基
準
地

①範囲

③標準的画地の形状等

④地域的特性 特記
　　
事項

街
　
路

交通
　　
施設

法令
　　
規制

水道、 ＪＲ播州赤穂

2.2km

150 ｍ、

間口　約 30.0 ｍ、 奥行　約 35.0ｍ、 規模 1,050 形状 ほぼ長方形

中小工場地

②変動率

⑥対象基準地
　の規準価格

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

公
示
価
格
を

⑦
内
訳

②時点
　修正

③標準化
　補正

④地域要
　因の比
　較

⑤個別的
　要因の
　比較

100

赤穂 9-1

①

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

23,700

/     

/     

不動産鑑定士

(60,200)

東

代表標準地

　標準地番号

標準地

標準地代表標準地

工専

近
隣
地
域

300ｍ、西 250 ｍ、南 100 ｍ北 ②標準的使用

標準地番号

(㎡)

路線価又は倍率

円／㎡

円／㎡

目的の不動産取引が中心であるから、同一需給圏内の市場実態を反映している比準価格が説得力を有するものと判断し

た。よって比準価格を標準に、前年からの各変動要因を分析し、さらに同一需給圏内の標準地との秤量的検討を行い、

上記の通り鑑定評価額を決定した。

( )

㎡程度、

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(円／㎡)

円／㎡24,000前年標準価格

下水1:1.2
Ｓ1

氏名

規
準
と
し
た

価
格

円／㎡20,500

公示価格

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

行政

その他

-1.0

-2.0

-10.0

0.0

0.0

地
域
要
因

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

行政

その他

地
域
要
因

99.4[ ]

100 100.0[ ] [

⑥対象基準地
　の比準価格

②時点
　修正

③標準化
　補正

④地域要
　因の比
　較

⑤個別的
　要因の
　比較

(円／㎡)

100

[ ]

100 [ ]

100

[ ]

100

(9)
指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

① 指定基準地番号

円／㎡

前年指定基準地の価格

(10)
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

円／㎡公示価格

年間 -1.3 ％ 半年間 ％

③
価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要　因
[ ]

地　域

要　因
[ ]

個別的

要　因[ ]

概ね成熟した工業団地で、地域的に特段の変動要因は見られない。

個別的要因に変動はない。

株式会社　播磨総合鑑定

（その他）

になったが、地価上昇に転じるまでの勢いは見られない。

倍率種別

(6)
路
線
価

(6)市場の特性 同一需給圏は京阪神方面への輸送が容易な国道２号や国道２５０号、或いは山陽自動車道等の利用が可能な圏域で、概

ね兵庫県南西部の工業地域。需要者の中心は、画地規模から同一需給圏内に活動拠点を置く中小法人が想定される。都

市部からやや離れ、工業地の需給は低位安定的である。取引件数が少なく規模も様々であることから中心となる価格帯

は見出し難い。

継続

①-2基準地が共通地点(代表標準地等と同
一地点)である場合の検討

(7)

赤穂（県） 9-1

提出平成30年7月6日　

開発法 開発法に
よる価格

/     円／㎡

(5)

一色　かつみ

業者名


